
第二〇〇回 

参第三号 

   租税特別措置法の一部を改正する法律案 

 租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）の一部を次のように改正する。 

 第四十一条の十八第一項中「個人」の下に「（衆議院議員、参議院議員並びに地方公共

団体の議会の議員及び長の職にある者並びにこれらの者と生計を一にする者を除く。次項

において同じ。）」を加え、「平成三十六年十二月三十一日」を「令和六年十二月三十一

日」に改め、「。次項」の下に「及び第三項」を加え、同条第六項中「前三項」を「第三

項から前項まで」に改め、同項を同条第七項とし、同条第五項を同条第六項とし、同条第

四項を同条第五項とし、同条第三項中「前項」を「第二項」に改め、同項を同条第四項と

し、同条第二項の次に次の一項を加える。 

３ 前二項の規定を適用する場合において、衆議院議員、参議院議員並びに地方公共団体

の議会の議員及び長の職にある者並びにこれらの者と生計を一にする者に該当するかど

うかの判定は、当該政治活動に関する寄附をした日の現況によるものとする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この法律は、令和二年一月一日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この法律による改正後の租税特別措置法第四十一条の十八の規定は、令和二年分以後

の所得税について適用し、令和元年分（平成三十一年一月一日から令和元年十二月三十

一日までの期間に係る年分をいう。）以前の所得税については、なお従前の例による。 



     理 由 

 公職にある者の政治活動に対する国民の信頼の確保を図るため、衆議院議員、参議院議

員並びに地方公共団体の議会の議員及び長の職にある者並びにこれらの者と生計を一にす

る者が支出する政治活動に関する寄附に係る支出金について、寄附金控除の特例又は所得

税額の特別控除の規定を適用しないこととする必要がある。これが、この法律案を提出す

る理由である。 


